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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
含油排水負荷を均一にする流量調整工程と、油分解菌投入工程、接触曝気工程、沈殿工程
からなる前記含油排水を処理する方法であって、前記接触曝気工程では曝気装置が曝気強
度（曝気装置１ｍ3につき１時間当たりの空気量）を７～９ｍ3／ｍ3・時の超過曝気を維
持し、前記沈殿工程では前記接触曝気工程から生じる汚泥を固液分離し、
前記接触曝気工程は、多孔質ウレタン発泡材からなる比重１．２～１．５の担体を複数の
担体収納用ケージに収納・充填することによって高濃度で微生物を保持する好気濾床装置
を、前記曝気装置により超過曝気を行うことで、前記担体収納用ケージを揺動、衝突、回
動することにより、前記担体の閉塞・流出を防止することを特徴とする含油排水の処理方
法。
【請求項２】
含油排水を処理する処理装置であって、前記含油排水の処理流量を調整する流量調整槽と
、流量調整された前記含油排水を生物処理する生物処理槽と、この生物処理槽を構成する
油分解菌投入装置、曝気装置、好気濾床装置と、この好気濾床装置から生じる汚泥を固液
分離する沈殿槽とからなり、前記好気濾床装置は、多孔質ウレタン発泡材からなる比重１
．２～１．５の担体と、前記担体を収納・充填する複数の担体収納用ケージとからなり、
前記曝気装置は曝気強度（曝気装置１ｍ3につき１時間当たりの空気量）を７～９ｍ3／ｍ
3・時の超過曝気を維持し、前記担体収納用ケージを揺動、衝突、回動することを特徴と
する含油排水の処理装置。
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【請求項３】
前記担体収納用ケージ内の前記担体の見かけの容積は、前記担体収納用ケージの容積に対
して容積比を５０～９０％とすることを特徴とする請求項１に記載の含油排水の処理方法
。
【請求項４】
前記担体収納用ケージ内の前記担体の見かけの容積は、前記担体収納用ケージの容積に対
して容積比を５０～９０％とすることを特徴とする請求項２に記載の含油排水の処理装置
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、動植物油等を含む含油排水を好気性微生物により処理する含油排水の処理方
法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、食品製造工場の油脂含有排水、油脂含有厨房排水の処理装置及び方法については
、予め油脂分を薬品で凝集させ、加圧浮上装置により前処理した後、生物膜を利用した接
触曝気方式や、活性汚泥方式が一般に用いられてきたが、悪臭、薬品使用量が多い、汚泥
発生量が多い、ランニングコストが高い、設置スペースが大きいなどの課題が山積してお
り、その改良技術として、含油排水を前段でｐＨ調整し、ｐＨ調整された排水に油分解菌
を添加して、好気性下処理する複数段の生物処理工程（手段）から構成され、生物処理工
程のうち、少なくとも一つが担体を固定した濾床工程（手段）と曝気下で生物処理する曝
気工程（手段）と、曝気工程（手段）の処理水の一部を濾床工程（手段）に散水する循環
・散水工程（手段）、生物処理工程（手段）で処理された排水を固液分離する沈殿工程（
手段）、沈殿物を生物処理工程（手段）に返送する返送工程（手段）からなる植物油含有
排水方法が知られている（例えば、特許文献１、特許文献２参照）。
【０００３】
　また、含油排水中の油分を油分解菌の生物学的作用で分解する油分解槽と、油分解槽か
らの有機性排水を好気性生物処理する生物処理槽と、生物処理後の汚泥と処理水との混合
液を固液分離する汚泥分離手段と、分離汚泥の一部を生物処理槽に循環する汚泥循環流路
と、残部の分離汚泥を可溶化する汚泥可溶化処理槽と、可溶化された汚泥を生物処理槽に
循環する可溶化汚泥循環流路を設けた含油排水処理装置もあげられる（例えば、特許文献
３参照）。
【特許文献１】特開２００２－０１８４８１（第２頁）
【特許文献２】特開２００２－０１８４５８（第２頁）
【特許文献３】特開２００２－２３３８９０（第３頁）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　以上のように、従来から動植物油を含む排水を微生物により処理する種々の発明が既に
提案されているが、これらの技術背景は、排水に含有される動植物油の油分解性を有する
微生物での生物処理装置及び方法を構成するものであって、これらの点については確かに
夫々に有用・特異性を有するものと考えられる。
【０００５】
　しかしながら、殊に担体表面に肥厚する動植物油の油分解性を有する生物膜（汚泥）の
剥離については、これらの背景技術のいずれにも記載がなく、担体表面に肥厚する動植物
油の油分解性を有する生物膜（汚泥）を剥離しなければ、油分解性を有する微生物を担体
に保持することが難しくなり、油分解性を有する微生物の活性化も促進できない。
【０００６】
　したがってこの意味で油分解性を有する微生物での生物処理に関しての分解効果、担体
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保持、運転方法等の点で課題が生じていることになる。
【０００７】
　本発明は、このような課題に鑑みなされたもので、流量調整槽（又は、流量調整工程）
、接触曝気の生物処理槽（又は、生物処理工程）、沈殿槽（又は、沈殿工程）とから構成
され、担体表面に肥厚する動植物油の油分解性を有する生物膜の剥離ができ、動植物油を
含む排水を接触曝気の生物処理槽（又は、生物処理工程）にて油分、ＢＯＤ分を同時に浄
化できる。
【０００８】
　特に接触曝気の生物処理槽（又は、生物処理工程）では、多孔質ウレタン発泡材の担体
を担体収納用ケージ内に収納、充填することにより油分解菌、好気性菌を高密度に保持で
き、油分、ＢＯＤ分を効率良く炭酸ガスと水に分解、浄化する含油排水処理方法及び装置
を提供するものである。
【０００９】
　さらに、本発明は、上記含油排水処理方法を実施することが好適で、槽・装置（又は、
工程）構成が簡単で、設備のイニシャルコスト及びランニングコストが低く、短期に処理
できる含油排水の処理方法及び装置を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の含油排水の処理方法は、含油排水負荷を均一にする流量調整工程と、油分解菌
投入工程、接触曝気工程、沈殿工程からなる前記含油排水を処理する方法であって、前記
接触曝気工程では曝気装置が曝気強度（曝気装置１ｍ3につき１時間当たりの空気量）を
７～９ｍ3／ｍ3・時の超過曝気を維持し、前記沈殿工程では前記接触曝気工程から生じる
汚泥を固液分離し、前記接触曝気工程は、多孔質ウレタン発泡材からなる比重１．２～１
．５の担体を複数の担体収納用ケージに収納・充填することによって高濃度で微生物を保
持する好気濾床装置を、前記曝気装置により超過曝気を行うことで、前記担体収納用ケー
ジを揺動、衝突、回動することにより、前記担体の閉塞・流出を防止するものである。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、含油排水を超過曝気（曝気強度７～９ｍ3／ｍ3・時）にすることで、
接触曝気工程において、担体収納用ケージ内の多孔質ウレタン発泡材の担体に担持せしめ
た油分解菌が、活発に活動しやすい環境を作り出し、油分解菌により油水分離を行なわず
に油を分解できる。
【００１２】
　さらに、担体収納用ケージ内に収納することで、多孔質ウレタン発泡材の担体の閉塞・
流出及び摩耗を防止できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１３】
　本発明の請求項１～４記載の発明は、含油排水を超過曝気にすることで、好気濾床装置
（又は、接触曝気工程）において、担体収納用ケージ内の多孔質ウレタン発泡材の担体に
担持せしめた油分解菌（バチルス菌、シュドモナス菌等）が、活発に活動しやすい環境を
作り出し、油分解菌により油水分離を行わずに油（Ｎ－ヘキサン）を分解できる。
【００１４】
　また、油分解菌の一つであるバチルス菌を繁殖させることでバチルス菌特有の脱臭効果
が増大し、腐敗臭も超過曝気とバチルス菌による相乗効果で効果的に防止できる。
【００１５】
　さらに、担体収納用ケージ内に多孔質ウレタン発泡材の担体を収納することで、多孔質
ウレタン発泡材の担体の閉塞・流出及び摩耗を防止できる。
【００１６】
　そのうえ、超過曝気により担体収納用ケージ同士が相互に強くぶつかり合い、同時に担
体収納用ケージ内の多孔質ウレタン発泡材の担体（担体収納用ケージ内の担体の容積比を
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５０～９０％とする）が揺れ動くことで、多孔質ウレタン発泡材の担体表面に肥厚する動
植物油の油分解性を有する生物膜（死滅した油分解菌等）を剥離することができ、安定し
て確実に油を分解できる。
【実施例】
【００１７】
　以下、本発明の含油排水の処理方法及び装置の一実施例について、図面を用いて説明す
る。
【００１８】
　図１は、本発明の実施例の含油排水の処理方法及び装置を示すフロー図、　　図２は、
同例の担体収納用ケージの外観図である。
【００１９】
　図１（及び、　図２）において、１は原水槽２内に取り込まれる動植物油等を含む含油
排水（原水）を示し、必要に応じて原水槽２内底部の散気管８から空気を供給し、含油排
水１の腐敗（固形化）を防止している。
【００２０】
　この含油排水１は、以後の各処理装置（又は、各処理工程）の含油排水１の負荷を均一
にするために、含油排水１の処理流量を調整する流量調整槽３（又は、流量調整工程３ａ
）に送られる。なお、この流量調整槽３（又は、流量調整工程３ａ）において、必要に応
じてｐＨ調整（略中性のｐＨ＝６～８）がなされたり、散気管８から空気を供給したりす
る。これらの各（浄化）処理装置（又は、処理工程）のフローは矢印（→）で示し、以降
同様の説明とする。
【００２１】
　４は油分解菌投入装置（又は、油分解菌投入工程４ａ）を示し、油分解菌としてバチル
ス菌、シュドモナス菌等の微生物が含油排水１に投入・添加され、次の生物処理の好気濾
床装置５（又は、接触曝気工程９ａ）、曝気装置９（又は、接触曝気工程９ａ）に送られ
る。油分解菌は運転開始時に投入し、追加投入は通常行なわれない。
【００２２】
　この好気濾床装置５（又は、接触曝気工程９ａ）には、予め担体６を内部に収納・充填
した（例えば球形状の）担体収納用ケージ７が浸漬されている。この担体６としては、例
えば多孔質ウレタン発泡材からなるものであり、その表面に油分解菌を高濃度・安定化し
て担持・保持し、同時に担体収納用ケージ７は、担体６が分断・分解・摩耗して担体収納
用ケージ７外に目開きから流出するのを防止し、閉塞するのを防止する。
【００２３】
　つまり、多孔質ウレタン発泡材の担体６は比表面積が高く、その表面に多数の油分解菌
・微生物を担持することが可能となる。この多孔質ウレタン発泡材の担体６表面には、担
持した油分解菌だけでなく、その代謝物や含油排水１中のＢＯＤ（生物化学的酸素要求量
）成分を栄養分とした多様な生物相が形成されているが、油分と同時にＢＯＤ成分等も効
果的に除去が可能となる。
【００２４】
　曝気装置９（接触曝気工程９ａ）は、好気濾床装置５（又は、接触曝気工程９ａ）を超
過曝気（曝気強度７～９ｍ3／ｍ3・時）状態に維持する。その超過曝気（空気の浮上）は
、まず、好気濾床装置５（又は、接触曝気工程９ａ）の溶存酸素濃度（ＤＯ）・酸素溶解
効率を高く維持し、高好気状態を保つので悪臭気発生が大幅に改善される。また後述する
が、担体収納用ケージ７や多孔質ウレタン発泡材の担体６が相互に揺動・衝突を繰り返す
ので、多孔質ウレタン発泡材の担体６の酸素吸収効率が高められ、油分解菌の活性化・安
定化・高密度化ができる。したがって、同時に担体収納用ケージ７の表面が油によって閉
塞されるのを防止することもできる。
【００２５】
　この場合、多孔質ウレタン発泡材の担体６としての比重は、１．２～１．５を目安とし
、また、担体収納用ケージ７内の多孔質ウレタン発泡材の担体６は、その容積比を５０～
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９０％とすることで、担体収納用ケージ７内の多孔質ウレタン発泡材の担体６の揺動・衝
が容易（活発）となり、生物膜の剥離ができ、かつ油分解菌の活性化につながる。
【００２６】
　ここに、油分解菌投入装置４（又は、油分解菌投入工程４ａ）、好気濾床装置５（又は
、接触曝気工程９ａ）、曝気装置９（又は、接触曝気工程９ａ）を総称して、生物処理槽
１０（又は、生物処理工程１０ａ）とする。
【００２７】
　なお、１５は計測手段を示し、好気濾床装置５（又は、接触曝気工程９ａ）のｐＨやＢ
ＯＤ等の処理～変化状態の経緯を計測し、所定の超過接触曝気がなされ含油排水１の浄化
処理がなされる。
【００２８】
　計測手段１５によって浄化が終了（計測値を確認）し、汚泥分が無い場合は、切換手段
ａ（１６ａ）によって、そのまま処理水（放流水）１２として外部に放流する。しかし、
浄化が終了（計測値を確認）し、汚泥分が有る場合は、切換手段ａ（１６ａ）によって、
次の沈殿槽１１（又は、沈殿工程１１ａ）に送られ、生物処理槽１０（又は、生物処理工
程１０ａ）における生物反応から生じた汚泥を固液分離し、液分は処理水（放流水）１２
として外部に放流する。
【００２９】
　汚泥分は、返送汚泥１３、又は余剰汚泥１４として戻されて再び循環・浄化処理がなさ
れる。すなわち、含油排水１の汚れ（含油排水１負荷）の程度・状態に応じて、切換手段
ｂ（１６ｂ）によって返送汚泥１３、又は余剰汚泥１４として、そのいずれかが選択され
る。
【００３０】
　１）汚れ（油分の過多等）が大きく、再度循環させて（浄化）処理をした方が効率的な
場合は、例えば、余剰汚泥１４は流量調整槽３（又は、流量調整槽工程３ａ）の前に戻さ
れる。
【００３１】
　２）汚れ（油分の過少等）が少なく、好気濾床装置５（又は、接触曝気工程９ａ）、曝
気装置９（又は、接触曝気工程９ａ）のｐＨやＢＯＤ等が、超過曝気によって油分解菌・
微生物が死滅するような状況になるのを未然に防ぐために、急遽、返送汚泥１３分を生物
処理槽１０（又は、生物処理工程１０ａ）の前に戻される。
【００３２】
　このように、計測手段１５の計測によって、制御手段（図示等による詳細説明は、省略
する）は、処理水１２の放流や浄化処理（運転）継続・終了等の判定を行ない、例えば、
溶存酸素濃度（ちなみにこの時のＢＯＤ値は２００～３００）の変化がなくなるところで
判断される。
【００３３】
　好気濾床装置５（又は、接触曝気工程９ａ）における曝気強度（曝気装置１ｍ3につき
１時間当たりの空気量）について述べると、通常の排水処理施設における曝気強度は一般
的に１～４ｍ3／ｍ3・時とされており、仮に曝気強度を８ｍ3／ｍ3・時に上げるとＢＯＤ
（生物化学的酸素要求量）が急激に下がり、かつ硝化が促進され、ｐＨが酸性（ｐＨ５以
下）に傾き、菌（微生物）の活性がなくなる。
【００３４】
　しかし本実施例においては、超過曝気強度７～９ｍ3／ｍ3・時（好ましくは８ｍ3／ｍ3

・時）を維持する。その理由は、含油排水１は汚れている油が存在することにより、曝気
強度８ｍ3／ｍ3・時の状態でもＢＯＤが高く（ＢＯＤの降下が少なく）、硝化促進もしな
い。
【００３５】
　すなわち、超過曝気を行なうことで、
　１）個々の担体収納用ケージ７（及び、多孔質ウレタン発泡材の担体６）が揺動・衝突
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・回動し、
　２）含油排水１、油分解菌が大きく攪拌・流動され、さらに好気濾床装置５（又は、接
触曝気工程９ａ）がほぼ均等に高好気状態となる。
【００３６】
　したがって、１）各担体収納用ケージ７が不規則（無秩序）に揺れ動いて、装置壁面や
互いに衝突（回動も）し合い、同時に担体収納用ケージ７内の多孔質ウレタン発泡材の担
体６の揺動・衝突を誘って、油分解菌の担持が容易となる。
【００３７】
　２）高好気状態は、多孔質ウレタン発泡材の担体６の揺動によって油分解菌・微生物を
活性化し、含油排水１の油分解作用が一層促進される。
【００３８】
　３）多孔質ウレタン発泡材からなる比重１．２～１．５の担体６の揺動・衝突によって
、多孔質ウレタン発泡材の担体６表面に肥厚する生物膜の剥離を効率的に行ない、閉鎖を
未然に防ぐことができる。つまり、単に多孔質ウレタン発泡材の担体６を流動させるだけ
では、生物を多孔質ウレタン発泡材の担体６表面に高濃度で担持することはできるが、流
動・衝突により多孔質ウレタン発泡材の担体６が摩耗・小粒化し、多孔質ウレタン発泡材
の担体６流出防止用スクリーン等であれば目詰まりしてしまう。が、本実施例のように、
比重１．２～１．５の担体６を担体収納用ケージ７内に収納することによって、担体収納
用ケージ７内部で揺動・流動化するので、担体収納用ケージ７外殻表面の目開きが大きく
ても流出や目詰まりが防止できる。
【００３９】
　本実施例による効果は、１）含油排水１を、油水分離を行なわず（槽・装置・工程を分
けず）に浄化処理する優れた生物処理システムである。
【００４０】
　２）含油排水１の処理だけでなく、悪臭発生の防止や処理後の廃棄物（余剰汚泥や脱水
ケーキ）削減も可能とする。
【００４１】
　３）好気濾床装置５（又は、接触曝気工程９ａ）では、多孔質ウレタン発泡材の担体６
を担体収納用ケージ７内に充填することで油分解菌・好気性菌を高密度に着生・保持・固
定化でき、油分・ＢＯＤ分を効率よく炭酸ガスと水とに分解・浄化・除去できる。
【００４２】
　４）シンプルな運転（加圧浮上が不要等）管理が容易である。
【００４３】
　５）薬品類の補充作業や凝集状態確認等が不要となる。
【００４４】
　６）別に、計測手段や制御手段を本実施例に付加して用いることにより、浄化処理運転
が容易に自動化できることは自明である。
【産業上の利用可能性】
【００４５】
　本発明の含油排水の処理方法及び装置を用いて、従来の一般の汚染排水処理の方法・装
置と組み合せて併設すれば、両排水浄化処理を同時に多機能化・兼用合理化して低価格、
かつ短期に浄化処理することにも容易に適用できる。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】本発明の一実施例における含油排水の処理方法及び装置を示すフロー図
【図２】同例の担体収納用ケージの外観図
【符号の説明】
【００４７】
　１　　　含油排水（原水）
　２　　　原水槽
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　３　　　流量調整槽（又は、流量調整工程３ａ）
　４　　　油分解菌投入装置（又は、油分解菌投入工程４ａ）
　５　　　好気濾床装置（又は、接触曝気工程９ａ）
　６　　　担体
　７　　　担体収納用ケージ
　８　　　散気管
　９　　　曝気装置（又は、接触曝気工程９ａ）
　１０　　生物処理槽（又は、生物処理工程１０ａ）
　１１　　沈殿槽（又は、沈殿工程１１ａ）
　１２　　処理水（放流水）
　１３　　返送汚泥
　１４　　余剰汚泥
　１５　　計測手段
　１６ａ　切換手段ａ
　１６ｂ　切換手段ｂ

【図１】 【図２】
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